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要 旨 

近年，コスト縮減や環境に配慮した社会資本整備等の社会ニーズから，新工法・新技術の普及

促進を図る体制整備がなされている。これらの提案された新技術・新工法の評価には，統計的に

得られた充分なデータに基づくことが求められる。しかしながら，地盤改良の施工管理・品質管

理の実態とその検証方法については，充分に整理・調査された資料が少なく，提案される地盤改

良技術の性能を正しく評価することが難しいことが課題となっている。そのため土木研究所では，

提案技術を正しく評価するためのバックデータの取得を目的として，平成 18 年度から地盤改良技

術の施工管理・品質管理に関する実態調査を行った。 

キ ワ ド：地盤改良，施工管理，品質管理，実態調査 

 









 

   

1. はじめに 

 

近年，コスト縮減や環境に配慮した社会資本整備等のニーズから，新工法・新技術の

普及促進を図る体制整備がなされている。これらの提案された新技術・新工法の評価に

は，統計的に得られた充分なデータに基づくことが求められている。しかしながら，地

盤改良の施工管理・品質管理の実態とその検証方法については，充分に整理・調査され

た資料が少なく，提案される地盤改良技術の性能を正しく評価することが難しいことが

課題となっている。そのため土木研究所では，提案された技術を正しく評価するための

バックデータの取得を目的として，平成 18年度から地盤改良技術の施工管理・品質管理

に関する実態調査を実施した。 

調査は，２ヵ年に渡って実施し，平成 18年度では，過去に十分な実績のある地盤改良

技術に加え，NETIS，財団法人等の技術審査証明を受けた技術を対象に，各地盤改良技

術の概要を整理し，品質管理手法等の実態調査を実施した。また，平成 19年度では，平

成 18年度の調査で回答が得られた地盤改良技術を対象に，直轄事業などで行われた地盤

改良工事での施工管理・品質管理に関する実態調査を実施した。 

アンケート調査は，各地盤改良技術を取扱う民間会社や工法事務局（協会）に協力を

お願いした。 
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2. 地盤改良技術における品質管理手法の実態調査 

調査の対象とした地盤改良技術は，過去に十分な実績のある地盤改良技術に加え，

NETIS，財団法人等の技術審査証明を受けた技術とした。 

 

2.1 調査の対象とした地盤改良工法の分類と種類 

地盤改良工法には，深層混合処理工法と浅層混合処理工法があるが，本調査では，表

2 1に示す。目視ができず品質管理の重要性が高い，深層混合処理工法を対象とした。 

なお，浅層混合処理工法に関しては工法紹介に止め，工法には表 2 2 のようなものが

ある。 

(1) 深層混合処理工法 
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表 2-1 深層混合処理工法一覧表 
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(2) 浅層混合処理工法 

 

表 2-2 浅層混合処理工法一覧表 
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2.2 調査方法及び内容 

(1) 調査方法 

調査は，図 2 1に示す手順に従って実施した。 

 

図 2-1 地盤改良技術における品質管理手法の実態調査の手順 

(2) 調査内容 

調査は，以下に示す内容について実施した。 

1) 各地盤改良技術（工法）の特長について 

① 長所 

② 短所 

2) 品質の確認について 

① 改良体（単体）……… 断面内，深さ方向など 

② 改良域（範囲）……… 箇所数，間隔など 

③ 品質確認に用いた改良体の強度：一軸圧縮強度 q
u
，三軸圧縮試験などによる c，

φ，γなど。 

3) 施工実績ついて 

① 道路土工構造物（擁壁，カルバート，補強土壁など）の基礎または基礎地盤とし

て用いた実績。 

② 実績がある場合は，選定された理由（コスト，その他特殊な条件など）。 

③ この時，使用した設計条件（改良体の設計強度など）及び設計手法（協会等で出

版された独自のマニュアルなど）。 

④ ①以外で使用した実績。 

4) 今後，地盤改良が道路土工構造物の基礎及び基礎地盤として，更なる普及を目指す

ためには何が必要であるかの着眼点。 
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2.3 調査結果 

アンケート調査を実施した深層混合処理工法数は 58工法で，そのうち有効回答数は 49工法であった。これらのアンケート調査の回答に基づき実態を整理する。 

(1) 各工法の概要と調査結果一覧表 

各工法の概要と調査結果を取りまとめた一覧表を表 2 4～表 2 13に示す。 

表 2-4 各深層混合処理工法の概要と調査結果一覧(1) 
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表 2-5 各深層混合処理工法の概要と調査結果一覧(2) 
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表 2-6 各深層混合処理工法の概要と調査結果一覧(3) 
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表 2-7 各深層混合処理工法の概要と調査結果一覧(4) 
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表 2-8 各深層混合処理工法の概要と調査結果一覧(5) 
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表 2-9 各深層混合処理工法の概要と調査結果一覧(6) 
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表 2-10 各深層混合処理工法の概要と調査結果一覧(7) 
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表 2-11 各深層混合処理工法の概要と調査結果一覧(8) 
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表 2-12 各深層混合処理工法の概要と調査結果一覧(9) 

 

- 15 -



 

   

 

表 2-13 各深層混合処理工法の概要と調査結果一覧(10) 
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(2) 品質確認について 

改良体の品質確認方法として以下の項目に着目し，アンケート調査結果からその傾向を

分析した。 

・ 改良範囲における改良体の品質確認の箇所数 

・ 改良体の断面内での品質確認の位置および箇所数 

・ 改良体の深度方向での品質確認の位置および箇所数 

・ 品質確認の試験方法 

 

 【改良範囲における改良体の品質確認の箇所数】 

１現場当りでの品質確認の箇所数は，①～③のような要領で実施されおり，図 2 2 より，

3箇所数以上が全体の 72%を占めている。 

① 1～3箇所 

② 改良体 500本未満では 3箇所，500本以上は 250本増える毎に 1箇所追加する 

③ 現場条件により決める 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図 2-2 各工法が実施している改良範囲における改良体の品質確認の箇所数 

 

 【改良体の断面内での品質確認の位置および箇所数】 

改良体の断面内での品質確認の位置および箇所数は，図 2 3 のように分類できる。なお，

改良体がラップする地盤改良工法で交点でも調査するケースは，対角端部・中間の場合と

同分類とした。 

１現場当りの品質確認の箇所数にもよるが，図 2 4 に示すように，改良体の断面内での

品質確認の位置および箇所数は，①と②を合わせると約 68%を占める。 

 

図 2-3 改良体の断面内での品質確認の位置 
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図 2-4 各工法で実施している改良体の断面内での品質確認の位置 

 

 【改良体の深度方向での品質確認の位置および箇所数】 

図 2 5 に示すような改良体の深度方向の品質確認は，①～③のように実施されており，

回答のあった 49工法の内訳は，以下の通りである。 

① 「表層部／中間部／最深部」の 3箇所を標準とする ………………… 46工法 

② 「表層部／中間部」または「表層部／最深部」の 2箇所とする ……  1工法 

③ 「地盤条件」による ………………………………………………………  2工法 

 

 

 

 【品質確認の試験方法】 

改良体の品質確認の試験方法は，回答のあった 49 工法のうち，48 工法は「一軸圧縮強

度試験」を標準としている。また，残り 1工法では，「平板載荷試験」となっている。 

 

図 2-5 各工法で実施している改良体の深度方向で
の品質確認の位置
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(3) 施工実績について 

1) 地盤改良を採用した構造物は，調査結果より分類すると以下のようになる。 

･ 道路土工構造物（盛土，擁壁，カルバート，補強土壁など） 

･ 橋梁構造物（橋台，橋脚など） 

･ 河川構造物（護岸工，堤防，調整池，砂防ダムなど） 

･ 仮設構造物（止水壁，地中梁など） 

･ 地下構造物（立孔など） 

･ 建築構造物（タンク基礎など） 

･ その他（近接施工の補助工法など） 

2) 地盤改良を採用した目的は，概ね以下のように分類できる。 

･ 基礎地盤の支持力強化 

･ 沈下防止対策 

･ 液状化対策 

･ 止水対策 

･ 地盤補強 

･ その他 

3) 地盤改良を採用した目的に対する各工法の選定理由は，概ね以下のように大別でき

る。 

○ コスト 

･ セメント量を低減できる 

･ 他工法よりコスト減 

○ 工法特性 

･ 隆起，変位が小さい 

･ 改良体強度のバラツキを最小限に抑えられる 

･ 改良強度が高い 

○ 工期短縮 

･ 造成時間を短縮できる 

○ 環境への配慮 

･ 排泥量が少ない 

･ 注入材による地下水汚染防止 

○ 施工時の制約 

･ 周辺地盤変位が小さい 

･ 既設カルバート下面への改良が可能 

･ 狭隘地，空間制限下での施工が可能 

○ その他 

 

表 2 14 に，地盤改良を採用した目的（特に，基礎または基礎地盤として）別に，対象

となる工法と選定理由の関係を示す。 
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表 2-14 地盤改良を採用した目的と選定理由の関係 
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(4) 改良体の改良強度について 

改良体の強度確認は,殆ど一軸圧縮強度で実施されているが，土質別に改良強度の適合

しやすい範囲について比較した。図 2 6 はその結果であり，縦軸は地盤改良の工法数を

示し，横軸は一軸圧縮強度を示している。 

砂質土では，最大で qu=3000kN/m
2程度まで改良することが可能であり，粘性土では平

均として qu=1000kN/m
2程度まで、期待することができる。一方，腐植土については，サ

ンプリング数が少ないこともあるが，qu=1000kN/m
2を下回る強度しか期待できない様子

を見ることができる。 

 

図 2-6 土質別の改良体の強度(一軸圧縮強度) 

 

(5) 改良体の部材（曲げを受ける部材）としての評価について 

「曲げを受ける部材としての評価は可能」と回答された工法は 21 工法である。また，

「場合によっては評価可能」と回答された工法は 8 工法で，芯材補強など何らかの工夫

が必要であると推察される。なお，「評価できない」あるいは「評価していない」との

回答は 15工法である。 

「曲げを受ける部材としての評価」の調査結果を表 2 15 に示す。 
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3. 地盤改良の施工管理・品質管理に関する実態調査 

 

3.1 調査方法 

(1) 調査対象 

平成 18年度のアンケート調査で回答を得た表 3 1 に示す「深層混合処理工法（技術名

称）」を用いた地盤改良工事を対象にした。 

調査は，各貴社で取扱う「深層混合処理工法」を用いた地盤改良工事で，道路構造物

の基礎または基礎地盤として採用した実績を重点に，竣工年度が若い（出来れば過去５

年間）工事を対象とした。なお，上記の工事実績が少ない場合は，道路構造物以外に採

用した工事も対象とした。 

表 3-1 調査対象とする深層混合処理工法（技術名称）一覧 
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(2) 調査方法 

調査は，各地盤改良技術を取扱う民間会社や工法事務局（協会）に依頼し，図 3 1 に

示す手順に従って実施した。 

 

図 3-1 地盤改良の施工管理・品質管理に関する実態調査の手順 

なお，調査票は，集計や分析を効率よく作業できるように，Microsoft(R)Excel2000 を

用いて作成した。 

 

(3) 調査項目 

調査項目は，平成 18年度に実施した「地盤改良技術の品質管理手法に関する実態把握

調査」の調査結果による他，地盤に関するデータ，地盤改良強度に関するデータ，地盤

改良規模に関するデータなどから抽出し，調査区分を①一般事項に関する調査，②地盤

改良の構造に関する調査，③施工・品質管理に関する調査に分け，それぞれの調査区分

に対して下記に示す調査項目及び内容とした。 

① 一般事項に関する調査項目 

【01】 工事発注機関（機関コード一覧表による ） 

【02】 略式工事名 

【03】 工事場所（機関コード一覧表による） 

【04】 工事年度（西暦） 

【05】 工法名（深層混合処理工法一覧表による） 

【06】 地盤改良を採用した目的（「地盤改良を採用した目的」一覧表による） 

【07】 地盤改良の対象となった構造物 
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･ 道路土工構造物（盛土，擁壁，カルバート，補強土壁など） 

･ 橋梁構造物（橋台，橋脚など） 

･ 河川構造物（護岸工，堤防，調整池，砂防ダムなど） 

･ 港湾構造物（防波堤，護岸，突堤など） 

･ 仮設構造物（止水壁，地中梁など） 

･ 地下構造物（立孔など） 

･ 建築構造物（タンク基礎など） 

･ その他（近接施工の補助工法など） 

【08】 道路土工構造物と橋梁構造物が対象になった時の構造物形式 

･ 擁壁，カルバート，補強土壁，盛土，橋台，橋脚 

【09】 当該工法を選定した理由（「選定理由」一覧表による） 

② 地盤改良の構造に関する調査 

【10】 改良形式（改良体の配置からの区分） 

【11】 改良範囲（平面形状の寸法，改良深さ，改良径，改良率，改良体の本数） 

③ 施工・品質管理に関する調査 

【12】 地盤および土質データ（地盤構成，土質定数など） 

･ 土層構成：盛土，埋土，砂質土，シルト質土，粘性土，有機質土，ロームなど 

･ 土質定数：N値，一軸圧縮強さ qu(kN/m
2
)，湿潤密度ρ(kN/m

3
) 

【13】 目標とした設計基準強度（改良強度） 

【14】 改良体の品質確認方法（一軸圧縮強度試験，平板載荷試験など） 

【15】 改良体の品質確認を実施した本数 

【16】 改良体の断面内での品質確認の位置と箇所数（断面内，深度方向） 

【17】 改良体の設計対象土層と試験値の改良強度 

･ 設計対象土層：砂質土，シルト質土，粘性土，有機質土，ローム） 

･ 試験値の改良強度（一軸圧縮強度など） 

【18】 設計方法（構造体としての設計方法） 

･ 直接基礎 

･ 剛体基礎（ケーソン基礎） 

･ 杭基礎 

･ 改良体を剛体とした地盤反力係数法 

･ 改良体を弾性体とした地盤反力係数法 

･ 有限要素法 

【19】 適用基準および参考文献等 

･ 改訂版･建築物のための改良地盤の設計及び品質管理指針 

 セメント系固化材を用いた深層･浅層混合処理工法 （日本建築センター） 

･ 各工法の「設計･施工マニュアル」 

･ セメント系固化材による「地盤改良マニュアル･第３版」（社）セメント協会 

･ 陸上工事における深層混合処理工法設計･施工マニュアル（土木研究センター） 

･ その他 
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3.2 調査回答数 

アンケート調査は，平成 18年度で取りまとめた NETIS登録 55工法の内，18年度に無

回答 3工法，その後廃止された工法 4 工法，その他 1工法を除く，47 工法をそれぞれ取

扱う民間会社や工法事務局（協会）に調査依頼を実施した。 

その結果，表 3 2 に示すように「有効回答」が 36工法，「実績無し」が 5工法，「無

回答」が 6工法、｢廃止｣が４工法であり，「有効回答」での工事件数は 145件であった。

表 3 3 に工法ごとの工事件数の内訳を示す。 

表 3-2 深層混合処理工法（回答の有無） 
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表 3-3 各工法の工事件数と攪拌方法 
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3.3 一般事項に関する調査結果 

深層混合処理工法に関する実態を把握するために，工事発注機関，工事場所，採用目

的，工法選定理由，地盤改良の対象となった構造物など，一般事項に関する調査を実施

し，その結果を図表 3 1～図表 3 9 に示す。 

調査結果より下記のように整理することができる。 

 

� 地盤改良工事（深層混合処理）の発注機関は，国，地方自治体で約 8割を占めており，

民間企業や他の公的機関が占める割合は小さい。これより，公共工事として行われる

ことが大半である。（図表 3 1） 

【発注機関】国の機関 3７%と都道府県･政令指定都市 38%がほぼ同等で，調査件数の 75%を

占めている。 

 

 

 

 

図表 3-1 地盤改良工事の発注機関別の割合 

 

【工事場所】新潟県 15件，東京都 14件，埼玉県 10件の順になっており，一般的に言われて

いる地盤が弱い地域である。 

 

図表 3-2 工事場所 
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図表 3-5 地盤改良を採用した目的（構造形式別） 

 

� 地盤改良工事の工法選定理由については，｢コスト｣，｢工法特性｣，｢工期短縮｣が大き

な選定理由となっている。構造形式別でみると，盛土と擁壁はコスト縮減の観点から，

カルバートと補強土壁は工法特性（他に有効な工法がなく，選択の余地がない状況と

して定義）の観点から選定されていることがわかる。（図表 3 6，図表 3 7） 

【工法の選定理由】①コスト 27%，②工法特性 25%，③工期短縮 24%が主な選定理由で全体

の約 75%を占めている。 

 

 

 

図表 3-6 工法の選定理由 
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     また，構造形式別に工法の選定理由を示すと図表 3 7 となり，カルバートと補強土壁

は「⑤施工時の制約」が選定理由の 20～30%程度占めているのが特徴である。 

 

 

図表 3-7 工法の選定理由（構造形式別） 
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� 地盤改良の対象となった構造物は，道路土工構造物の基礎または基礎地盤として採用

した実績を重点に調査したため，道路構造物，河川構造物への適用が大半であり，港

湾，地下構造物，建築などへの適用は少数に留まっている。また，件数分布での評価

では，工事規模などが反映されないため，より実態に近い調査が必要になるものと考

えられる。（図表 3 8） 

� 地盤改良の対象となった道路土工構造物及び橋梁構造物を構造形式別に見ると，盛土

が約６割，擁壁・カルバートが３割強の実績となっている。（図表 3 9） 

 

【地盤改良の対象となった構造物】道路土工構造物 53%，河川構造物 19%と全体の約 70%を

占めている。 

 

 

 

 

 

図表 3-8 地盤改良の対象となった構造物 

 

【構造形式】地盤改良の対象となった道路土工構造物及び橋梁構造物を構造形式別に集計し

た結果，道路土工構造物が 100％占めており，橋梁構造物の実績は無かった。 

 

 

 

 

 

 

図表 3-9 地盤改良の対象となった道路土工構造物及び橋梁構造物 
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3.4 施工管理・品質管理に関する調査結果 

一般事項に続き，地盤改良の施工管理，品質管理に関する調査を行った。調査項目は

大きく 4 つに分けられ，①対象土質，土質データ（ボーリング試験で得られる N値で評

価），②品質確認方法，品質管理の実施頻度，確認位置，③改良体の設計基準強度と改

良強度，④設計方法，参考文献である。 

 

①の調査結果より，下記のように整理することができる。 

� 改良体の設計で対象とした土質は，粘性土，シルト質土が大半であり，Ｎ値 2 以下の

非常に柔らかい地盤を対象としていることが分かる。また，砂質土の場合においても，

Ｎ値が 9～15程度の砂層を扱うことが多いことが分かった。（図表 3 10～図表 3 12） 

【改良体の設計対象土質】改良体の設計で対象とした土質は，「4.粘性土」41%，「3.シルト

質土」15%，「2.砂質土」14%，「1.盛土埋土」10%の順になっている。 

 

 

図表 3-10 改良体の設計で対象とした土質 

【土質デ タ：土質とＮ値】改良する地盤の土質と N値の関係は，図表 3 11 に示すとおりで

ある。対象土質は，砂質土 46%，粘性土 18%，盛土･埋土，有機質土がそれぞれ

13%となっている。また，概ね 85%が N値 15以下の土質が対象である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-11 設計で対象とした土質とＮ値の関係 
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【土質デ タ：土質と湿潤密度】改良する地盤の土質と湿潤密度の関係は，図表 3 12 に示す

とおりである。 

 

 

図表 3-12 改良する地盤の土質と湿潤密度の関係 

 

②の調査結果より，下記のように整理することができる。 

� 品質確認の方法としては，一軸圧縮試験が殆どであり，一般的な品質管理は，｢全体の

1～5％の改良体に対して，改良体の中心よりＤ/4 の位置でコア抜きを行い，表層・中

間・最深の 3 箇所で供試体を採取する｣方法で行われている実態が把握できた。（図表

3 13～図表 3 16） 

【品質確認方法】90%強が一軸圧縮強度試験により品質確認がされている。 

 

 

 

 

 

 

図表 3-13 品質確認方法 
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【品質確認を実施した割合】改良体の品質確認を実施した割合ａは，改良体の全本数を品質

確認本数で除した値であり，ａ 5%以下での割合が 77%（「ａ＜1%」44%，「1.0%

≦ａ＜5%」33%）となっている。したがって，改良体の本数で示すと，改良体

100本に対し 0.5本～5本の割合である。  

 

 

 

図表 3-14 品質確認を実施した割合 

 

【断面内での品質確認の位置と箇所数】改良体の断面内での品質確認は，「1.改良体中心よ

り D/4の位置で 1箇所」で 7割強実施されている。 

 

 

図表 3-15 断面内での品質確認の位置と箇所数の割合 
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 ○ 設計で対象とした土質が「盛土または埋土」の場合 

 

 

 

図表 3-17 改良体の設計基準強度（盛土または埋土） 

 

 ○ 設計で対象とした土質が「砂質土」の場合 

 

図表 3-18 改良体の設計基準強度（砂質土） 
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 ○ 設計で対象とした土質が「シルト」の場合 

 

 

図表 3-19 改良体の設計基準強度（シルト） 

 

 ○ 設計で対象とした土質が「粘性土」の場合 

 

図表 3-20 改良体の設計基準強度（粘性土） 
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 ○ 設計で対象とした土質が「有機質土」の場合 

 

 

 

 

図表 3-21 改良体の設計基準強度（粘性土） 

 ○  改良体が目標とした設計基準強度と現場平均改良強度の関係 

 

図表 3-22 改良体の現場平均改良強度 

 ○  改良体が目標とした設計基準強度とバラツキを考慮した設計基準強度との関係 

 

図表 3-23 バラツキを考慮した改良体の設計基準強度 
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 ○「①目標とした設計基準強度（目標値）」，「②現場平均改良強度（試験値）」，「③

バラツキを考慮した設計基準強度（設計値）」との関係を表すと下表のようになる。 
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最後に，④設計方法・参考文献に関する調査結果を図表 3 24～図表 3 26 に示す。これ

らの結果より，下記のように整理することができる。 

� 設計方法は，直接基礎としての設計が大半であるが，状況により，地盤係数法などの

設計方法を使用している事が分かる。 

 

【設計方法（構造体としての設計方法）】改良体の設計方法は，改良形式にもよるが 52％が

「直接基礎」として設計されている。 

 

 

 

図表 3-24 構造体としての設計方法 

 ○改良形式と設計方法の関係 

 

 

図表 3-25 改良形式と設計方法との関係 
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� 参考文献については，統一された設計基準がないため，当該工法の設計マニュアルを

ベースに，他の参考文献が均一に使用されている様子を見ることができる。 

 

【適用基準及び参考文献等など】改良体の設計に用いた適用基準は，「②当該工法の設計･

施工マニュアル」によるが 38%ともっとも多く，続いて「⑥陸上工事における

深質混合処理工法設計･施工マニュアル（土木研究センター）」19%，「①セメ

ント系固化材を用いた深層･浅層混合処理工法（日本建築センター）」15%の順

になっている。 

 

 

図表 3-26 設計に用いた適用基準及び参考文献 
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3.5 地盤改良の構造諸元に関する調査結果 

 地盤改良の改良形式と構造諸元（改良体の間隔，改良長，改良径，改良率）に関する

調査を実施した。 

 

改良形式については，一般的に施工が可能でかつ使用実績があると考えられる 7 つの

形式を選定し，その採用状況の調査を行った。図表 3 27 に改良形式の採用状況を，図表

3 28 に各構造形式に採用した改良形式の状況を示す。 

� 改良形式は,杭形式-1，杭形式-3，壁形式，ブロック形式の 4 つに集約され，カルバー

トではブロック形式が大半であり，盛土では杭形式-1，杭形式-3 が多いことが分かっ

た。これより，盛土においては，低改良率での施工が試みられているが，カルバート

や擁壁などにおいては，ブロック形式（非ラップ状を含む）を用い，基礎地盤として

使用するケースが多いものと考えられる。 

 

【改良形式】「ブロック形式」28%，「杭形式-1」27%，「杭形式-3」22%の順で，全体の約

80%を占めている。 
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図表 3-27 改良形式の採用状況 

 

 ○ 各構造形式に採用した改良形式の件数を図表 3 28 に示す。盛土では「杭形式 1」が

50%強採用され，カルバートでは「ブロック形式」の採用が目立っている。 

 

 

図表 3-28 各構造形式に採用した改良形式 
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構造諸元（改良体の間隔，改良長，改良径，改良率）の調査結果を図表 3 29～図表 3 35

に示す。これらの調査結果より下記のように整理できる。 

 

� 改良体の間隔については，改良径 D の 1.5D 以下の間隔を概ね採用されている。また，

ラップ配置の改良形式では 0.7D～0.9Dの間隔を，非ラップ配置の改良形式では間隔を

1.0Dとして 8割程度採用しているようである。（図表 3 29～図表 3 30） 

【改良体の間隔】改良径 Dの 1.5D以下の間隔を 8割程度採用している。ラップ配置の改良形

式では 0.7D～0.9D（ρ＜1.0）の間隔が採用され，非ラップ配置の改良形式では，

間隔を 1.0D（1.0≦ρ＜1.5）として概ね 8割程度採用されている。 

またここでは、各改良形式の相対比較を行うために、改良杭の間隔を単位長さ

あたりに割り戻した値ρを用いて評価を実施した。 

（＊改良体の間隔とｄ1（横方向の配置間隔）ｄ2（奥行き方向の配置間隔）について

は【改良形式】(p43)の図を参照のこと。） 

 
注）表中で，ブロック形式で間隔がρ≧1.0（12 件）は，回答を杭形式 3 と混同し,また，杭形式 3 でρ＜1.0（4

件）は，ブロック形式と混同したものと考えられる。 

 

図表 3-29 改良体の間隔（ｄ1）と改良径の関係（ρ＝改良体の間隔/改良径） 

 
注）表中で，ブロック形式で間隔がρ≧1.0（16件）は，回答を杭形式 3と混同し，また，杭形式 3でρ＜1.0（2

件）は，ブロック形式と混同したものと考えられる。 
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図表 3-30 改良体の間隔（ｄ２）と改良径の関係（ρ＝改良体の間隔/改良径） 

 

 

� 改良径については，径 1.0m が標準寸法であることから，1.0～1.5m の割合が約半分を

占めている。しかしながら，径が 1.5m～2.0m，2.0～3.0m の改良径の大きいケースも

見ることができる。これは，改良径を大きくすると施工本数を減らす効果が得られる

ため，改良径を大きくする工事が増えているためではないかと考えられる。（図表

3 31） 

【改良径】改良径 D は，「1.0≦D＜1.5m」45%，「1.5≦D＜2.0m」28%，「2.0≦D＜3.0m」

14%の順であり，D=2.0m以下が約 75%を占めている。また，改良径の最大はD=3.5m，

最小は D=0.6mであった。 

 

 

 

図表 3-31 改良径 
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 ○ 下表に改良径 D が 2.0m 以上の施工件数と工法名（技術名称）を示す。施工件数は全

体の約 15%である。 

 

【改良径2.0m以上の件数と工法名】

11 2.0 拡縮コフム工法 KK 040030 A 1.0～2.0
12 2.0 CPM工法（クローパー型深層混合処理工法） KK 050036 1.6～2.0
13 3.5 Superjet（スーパージェット）工法 KK 980026 A 3.5～5.0
16 2.6 セパレートジェット工法 KT 010035 A 2.0～3.0
16 2.2 同上
16 2.4 同上
16 2.5 同上
26 2.0 NJP（エヌ・ジェイ・ピー）工法 KT 040011 V 1.8～2.0
29 2.0 SDM工法 KT 980134 V 1.8～2.0×3.0～3.7 （2軸）
29 2.0 同上
31 2.0 エポコラム工法（地盤改良工法） KT 980205 A 0.8～2.5
31 2.2 同上
31 2.2 同上
31 2.0 同上
31 2.0 同上
31 2.0 同上
31 2.2 同上
31 2.5 同上
31 2.2 同上
31 2.5 同上
35 2.0 RASコラム工法 KT 980496 A 2.5
49 3.7 JACSMAN QS 980153 A 2.3×3.7  （2軸）

実績数 22 （22/145）×100 15.1％（総件数に対する割合）

整理
番号

改良径（m）の
適用範囲

NETIS
登録番号

技術名称
改良
（m）

 

 

� 改良長については，改良長 5～10m，5m 以下が多く，全体の 6 割を占めることが分か

った。10m 以下であれば，他の地盤改良工法（浅層・中層混合処理工法 例：パワー

ブレンダー工法等）も適用可能な範囲であるため，他の地盤改良工法と競合するケー

スが多いことが分かった。（図表 3 32～図表 3 33） 

【改良長】20m以下の改良長が約 90%占め，その内最も実績の多いのは 41%を占めている 5m

≦L＜10mの範囲である。また，改良長の最大は 34.0m であった。 

 

 

 

図表 3-32 改良長 
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 ○ 改良長を構造形式別にみると図表 3 33 のようになる。盛土では約 5 割が 10m 以下の

改良長である。 

 

 

図表 3-33 各構造形式での改良長 

 

� 改良率については，60～80%，80%以上の改良率のケースが全体の 6割を占め，20%以

下の低改良率のケースは盛土の一部に留まることが分かった。擁壁及びカルバートで

は，60%以上の改良率となっており，今後の技術開発により，改良率を低減できる余

地があるものと考えられる。（図表 3 34～図表 3 35） 

【改良率】改良地盤面積に占める改良体面積の割合（改良率W）は，「60%≦W＜80%」32%，

「W≧80%」29%，「40%≦W＜60%」14%の順であり，概ね 70%が改良率W=50%

以上である。 

 

 

 

図表 3-34 改良率 
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 ○ 改良率を構造形式別にみると図表 3 35 のようになる。擁壁及びカルバートでの改良率

は，改良形式にもよるが概ね W=60%以上である。 

 

 

図表 3-35 各構造形式での改良率 
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3.6 調査結果のまとめ 

本研究における地盤改良技術の施工管理・品質管理に関する実態調査の結果を下記に

まとめる。 

 

・ 地盤改良工事の採用目的と工法選定理由は，構造形式が与える影響が大きいことが

分かった。 

・ 地盤改良の対象となる土質の分布状況と硬さ（N 値）のバラツキ状況を把握するこ

とができた。 

・ 一般的な品質管理の流れは，①施工する改良体の本数の 1～5%を対象として，②杭

中心から 1/4D離れた箇所でコア抜きを実施し，③表層・中間・最深の 3箇所で採取

した供試体に対する一軸圧縮試験で確認を行うことが分かった。 

・ 設計基準強度と改良強度との差は大きく，粘性土・シルト質土で 2 倍，砂質土・有

機質土で 3倍程になることが分かった。 

・ 改良径については，標準の 1.0m 以上の径を有する地盤改良工事が多く，改良率も

60%以上のケースが多いことが分かった。また，低改良率のケースは盛土工事に限

定されている実態を把握することができた。 

・ 改良長については，10m 以下のものが大半であり，中層地盤改良工法などの他の地

盤改良工法と競合する実態を把握できた。 

 

・ 今回の実態調査を踏まえた上で地盤改良を評価する際，下記に示す点に留意する必

要があることが分かった。 

○ 評価する地盤改良工法の特徴が，構造形式に必要とされる対策に対して適切で

あるか。 

○ 地盤の硬度（N値）に対して充分な施工能力を有しているか。 

○ 一般的な品質管理方法に基づいて，試験データの計測を行っているか。 

○ 設計基準強度の設定値と改良強度，対象土質の関係が想定されるバラツキ範囲

に納まっているか。 

○ 評価する地盤改良工法が，改良長と改良率，構造形式との関係から，構造諸元

のどこに位置しているか。 
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● 地盤改良における品質管理手法の実態についての調査票（1/2）【18 年度調査】 
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● 地盤改良における品質管理手法の実態についての調査票（2/2）【18 年度調査】 
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1. デ タ収集のためのアンケ ト要領およびアンケ ト調査票 

1.1 アンケ ト要領（回答及び入力方法） 

(1) アンケート調査の対象範囲 

18年度で取りまとめた NETIS登録されている「調査対象とする深層混合処理工法（技

術名称）一覧」（下表）を用いた地盤改良工事を対象にします。 

調査は，各貴社で扱われている深層混合処理工を用いた地盤改良工事で，道路構造物

の基礎または基礎地盤として採用した実績を重点に，竣工年度が若い（出来れば過去５

年間）工事を対象と考えています。なお，上記の工事実績が少ない場合は，道路構造物

以外に採用した工事も対象とします。 
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(2) アンケート調査の手順 

アンケート調査は，【アンケ ト調査票】を用いて下記の手順にしたがって行ってく

ださい。 

① 貴社で扱われている深層混合処理工法の「整理番号」を，「深層混合処理工法整

理番号表」より確認してください。 

② 「工事番号入力表」シートに，アンケートの対象範囲で抽出した工事名を「略式工

事名」欄に記入してください。 

③ 「工事番号」ごとに，【調査票】「様式―各工法の地盤改良強度に関する実態調査

項目」にしたがって，「回答シ ト.xls」(Excel)に回答をしてください。なお，「回

答シ ト.xls」(Excel)の中には，「回答例」などのシートが入っていますので参考

にしてください。 

④ 回収・返送は，「回答シ ト.xls」ファイルをメール等でお願いします。また，

参考図等は pdf ファイル等にして送付してください。 

 

1.2 アンケ ト調査票 

アンケート調査票は，「深層混合処理工法整理番号表」，「工事番号入力表」，「様

式－各工法の地盤改良強度に関する実態調査項目」から構成され，回答は「回答シ

ト.xls」(Excel)に入力する。 
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(2) 「工事番号入力表」の作成シート 

 

(3) 「様式 各工法の地盤改良強度に関する実態調査項目」の [1]～[30]回答シート 
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(4) 「様式 各工法の地盤改良強度に関する実態調査項目」の [31]～[53] 回答シート 

 

(5) 「様式 各工法の地盤改良強度に関する実態調査項目」の [記述欄]，[備考欄] 
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様式 各工法の地盤改良強度に関する実態調査項目 

   

様式－各工法の地盤改良強度に関する実態調査項目 

 

 本様式は，一工事につき一枚記入してください（工事番

号表に記入した分だけ本様式を記入してください）。 

 

（１）機関コード（工事発注機関） 

下表は，当該地盤改良の施工を実施した機

関を示す機関コード一覧表です。この

機関コード一覧表にしたがって，所定

のコードを記入してください。 

 

機関コード一覧表 

機  関 名  称 コード

国土交通省 

地方支分部局 

東北地方整備局 

関東地方整備局 

北陸地方整備局 

中部地方整備局 

近畿地方整備局 

中国地方整備局 

四国地方整備局 

九州地方整備局 

北海道開発局 

Ａ０１ 

Ａ０２ 

Ａ０３ 

Ａ０４ 

Ａ０５ 

Ａ０６ 

Ａ０７ 

Ａ０８ 

Ａ０９ 

内閣府 沖縄総合事務局 Ａ１０ 

都道府県 

 

北海道（札幌市を除く） 

青森県 

岩手県 

宮城県（仙台市を除く） 

秋田県 

山形県 

福島県 

茨城県 

栃木県 

群馬県 

埼玉県（さいたま市を除く） 

千葉県（千葉市を除く） 

東京都（区部を含む） 

神奈川県（横浜，川崎市を除く）

新潟県 

富山県 

石川県 

福井県 

山梨県 

長野県 

岐阜県 

静岡県（静岡市を除く） 

愛知県（名古屋市を除く） 

三重県 

滋賀県 

京都府（京都市を除く） 

大阪府（大阪市を除く） 

兵庫県（神戸市を除く） 

奈良県 

和歌山県 

鳥取県 

島根県 

岡山県 

広島県（広島市を除く） 

山口県 

徳島県 

香川県 

Ｂ０１ 

Ｂ０２ 

Ｂ０３ 

Ｂ０４ 

Ｂ０５ 

Ｂ０６ 

Ｂ０７ 

Ｂ０８ 

Ｂ０９ 

Ｂ１０ 

Ｂ１１ 

Ｂ１２ 

Ｂ１３ 

Ｂ１４ 

Ｂ１５ 

Ｂ１６ 

Ｂ１７ 

Ｂ１８ 

Ｂ１９ 

Ｂ２０ 

Ｂ２１ 

Ｂ２２ 

Ｂ２３ 

Ｂ２４ 

Ｂ２５ 

Ｂ２６ 

Ｂ２７ 

Ｂ２８ 

Ｂ２９ 

Ｂ３０ 

Ｂ３１ 

Ｂ３２ 

Ｂ３３ 

Ｂ３４ 

Ｂ３５ 

Ｂ３６ 

Ｂ３７ 

愛媛県 

高知県 

福岡県（福岡，北九州市を除く）

佐賀県 

長崎県 

熊本県 

大分県 

宮崎県 

鹿児島県 

沖縄県 

Ｂ３８ 

Ｂ３９ 

Ｂ４０ 

Ｂ４１ 

Ｂ４２ 

Ｂ４３ 

Ｂ４４ 

Ｂ４５ 

Ｂ４６ 

Ｂ４７ 

政令指定都市 札幌市 

仙台市 

千葉市 

さいたま市 

川崎市 

横浜市 

静岡市 

名古屋市 

京都市 

大阪市 

神戸市 

広島市 

北九州市 

福岡市 

Ｂ５１ 

Ｂ５２ 

Ｂ５３ 

Ｂ５４ 

Ｂ５５ 

Ｂ５６ 

Ｂ５７ 

Ｂ５８ 

Ｂ５９ 

Ｂ６０ 

Ｂ６１ 

Ｂ６２ 

Ｂ６３ 

Ｂ６４ 

株式会社及び

道路公社 

東日本高速道路㈱ 

中日本高速道路㈱ 

西日本高速道路㈱ 

首都高速道路㈱ 

阪神高速道路㈱ 

本州四国連絡高速道路㈱ 

名古屋高速道路公社 

福岡北九州高速道路公社 

水資源機構 

Ｃ０１ 

Ｃ０２ 

Ｃ０３ 

Ｃ０４ 

Ｃ０５ 

Ｃ０６ 

Ｃ０７ 

Ｃ０８ 

Ｃ０９ 

 

（２）工法整理番号 

この調査票の対象となる工法名を，工法整理番号

表より該当する番号を記入してください。 

 

（３）工事番号 

当該工事の番号を記入してください。記入

の際には，予め作成した工事番号記入

表の番号を記入してください。 

 

（４）工事場所（県名） 

当該工事を実施した場所の県名を（１）で示し

た機関コード（B01～B47）を用いて記入してくだ

さい。なお，県境に位置する場合はどちらかの県

にしてください。 

 

（５）竣工年度 

当該工事の竣工年度を，下記から選んで番

号を記入してください。 

・2007 年度································ １ 

・2006 年度································ ２ 

・2005 年度································ ３ 

・2004 年度································ ４ 

・2003 年度································ ５ 

・2002 年度································ ６ 

・2001 年度以前···························· ７ 

 

- 64 -



 

 

   

（６）採用した目的 [複] 

   地盤改良を採用した目的を，下記の項目の中で該当

する場合は１を，該当しない場合は０を，それぞれ記

入してください。なお，“その他”を選んだ場合は，

記述欄にその目的を記述してください。 

・支持力増強対策 ·························· ① 

・沈下防止対策 ···························· ② 

・液状化防止対策 ·························· ③ 

・土圧軽減対策 ···························· ④ 

・止水対策 ································ ⑤ 

・地盤補強対策 ···························· ⑥ 

・その他 ·································· ⑦ 

 

 

（７）工法の選定理由 [複] 

   本工法を選定した理由を，下記の項目の中で該当す

る場合は１を，該当しない場合は０を，それぞれ記入

してください。なお，“その他”を選んだ場合は，記

述欄にその理由を記述してください。 

・コスト ·································· ① 

・工法特性 ································ ② 

・工期短縮 ································ ③ 

・周辺環境への配慮 ························ ④ 

・施工時の制約 ···························· ⑤ 

・その他 ·································· ⑥ 

 

 

（８）地盤改良の対象となった構造物 

   対象となった構造物を下記より選んで記入してく

ださい。 

・道路土工構造物（盛土，擁壁，カルバート，補

強土壁など） ···························· １ 

・橋梁構造物（橋台，橋脚など） ············ ２ 

・河川構造物（護岸工，堤防，調整池，砂防ダム

など） ·································· ３ 

・港湾構造物（防波堤，護岸，突堤など） ···· ４ 

・仮設構造物（止水壁，地中梁など） ········ ５ 

・地下構造物（立孔など） ·················· ６ 

・建築構造物（タンク基礎など） ············ ７ 

・その他（近接施工の補助工法など） ········ ８ 

 

 

（９）構造形式 

   （８）で１または２を選んだ場合は，下記より構造

形式を選んで記入してください。なお，該当しない場

合は“０”を記入してください。 

・盛土 ···································· １ 

・擁壁 ···································· ２ 

・カルバート ······························ ３ 

・補強土壁 ································ ４ 

・橋台 ···································· ５ 

・橋脚 ···································· ６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１０）改良形式 

   改良形式を下記より選択してください。（図－Ａを

参照） 

ａ．杭形式 1（杭配置） ···················· １ 

ｂ．杭形式 2（杭配置） ···················· ２ 

ｃ．杭形式 3（接円配置：非ラップ配置） ···· ３ 

ｄ．杭形式 4（接円配置：非ラップ配置） ···· ４ 

ｅ．杭形式（ラップ配置） ·················· ５ 

ｆ．壁形式（ラップ配置） ·················· ６ 

ｇ．ブロック形式（ラップ配置） ············ ７ 

ｈ．その他 ································ ８ 

  ａ．杭形式 1（杭配置） 

 
  ｂ．杭形式 2（杭配置） 

 
ｃ．杭形式 3（接円配置：非ラップ配置） 

 
ｄ．杭形式 4（接円配置：非ラップ配置） 
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ｅ．杭形式（ラップ配置） 

 
ｆ．壁形式（ラップ配置） 

 
ｇ．ブロック形式（ラップ配置） 

 
（図中の点線は，上部構造を示す） 

図－Ａ 改良形式 

 

 

（１１），（１２）改良地盤幅の平面寸法 

   図－Ａにしたがって，改良地盤幅の平面寸法（B,L）

をｍ単位で小数第１位まで記入してください。 

 

 

（１３），（１４）改良体の間隔 

   図－Ａにしたがって，改良体の間隔（D1,D2）をｍ

単位で小数第１位まで記入してください。 

 

 

（１５）改良長 

   図－Ａにしたがって，改良長 lをｍ単位で小数第１

位まで記入してください。なお，改良長が変化してい

る場合は平均値を記入してください。 

 

 

（１６）改良径 

   改良径をｍ単位で小数第１位まで記入してくださ

い。 

 

 

 

（１７）改良体の本数 

   改良体の全本数を記入してください。 

 

 

（１８）改良率 

   改良率（改良地盤面積に占める改良体面積の割合）

を％で記入してください。 

 

 

（１９）～（４３）土質調査データ（土質，層厚，平均Ｎ値，

一軸圧縮強さ，湿潤密度） 

   地表面から改良範囲までの間を，【例】に示す通り

５層までの間でモデル化し，各層の土質，層厚(m)，

平均Ｎ値，一軸圧縮強さ(kN/m2),湿潤密度(kN/m3)をそ

れぞれ記入してください。 

   なお，対象とするボーリングが複数の場合は，何れ

かの柱状図を代表させてください。 

 

○土質（１９），（２４），（２９），（３４），（３９） 

   モデル化した各層の土質を下記の中から選択して

ください。 

・盛土または埋土 ·························· １ 

・砂質土 ·································· ２ 

・シルト質土 ······························ ３ 

・粘性土 ·································· ４ 

・有機質土 ································ ５ 

・ローム ·································· ６ 

 

  ○層圧（２０），（２５），（３０），（３５），（４０） 

   各層の層厚をｍ単位で小数第１位まで記入してく

ださい。 

 

  ○平均Ｎ値（２１）,（２６），（３１），（３６），（４１） 

   各層の平均Ｎ値を整数で記入してください。 

 

  ○一軸圧縮強さ（２２）,（２７），（３２），（３７），（４２） 

   各層の一軸圧縮強さ quを kN/m2単位の整数で記入

してください。なお，試験値がない場合は“０”を記

入してください。 

 

  ○湿潤密度（２３）,（２８），（３３），（３８），（４３） 

   各層の湿潤密度ρを kN/m3単位の整数で記入して

ください。なお，試験値がない場合は“０”を記入し

てください。 
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（４４）品質確認方法 

   改良体の品質確認方法を下記より選んで記入して

ください。なお，該当しない場合は“０”を記入して

ください。 

・一軸圧縮強度試験による ·················· １ 

・平板載荷試験による ······················ ２ 

 

 

（４５）品質確認を実施した本数 

   品質確認を実施した改良体の本数を記入してくだ

さい。 

 

 

（４６）断面内での品質確認の位置と箇所数 

   改良体の断面内での品質確認の位置と箇所数を下

記より選んで記入してください。（下図を参照） 

・改良体中心より D/4の位置で１箇所 ·········· １ 

・改良体中心より D/4の位置と端部の２箇所 ···· ２ 

・改良体中心部を３等分の位置で２箇所 ········ ３ 

・改良体中心部を１箇所 ······················ ４ 

・改良体中心より D/4の位置と重複部の２箇所 ·· ５ 

・その他 ···································· ６ 

 

 
 

 

（４７）深度方向での品質確認の位置と箇所数 

   改良体の深度方向での品質確認の位置と箇所数を

下記より選んで記入してください。（下図を参照） 

・「表層部／中間部／最深部」の３箇所 ········ １ 

・「表層部／最深部」の２箇所 ················ ２ 

・「表層部／中間部」の２箇所 ················ ３ 

・「表層部」の１箇所 ························ ４ 

・土層ごとに確認 ···························· ５ 

・「地盤条件」による ························ ６ 

・その他 ···································· ７ 

 
 

（４８）改良体の設計基準強度 

   改良体が目標とした設計基準強度を kN/m2単位の

整数で記入してください。 

 

 

（４９），（５０） 改良体の設計対象土質と現場平均改良強度 

   改良体の設計で対象とした土質を下記の中から選

択してください。また，この土質における改良体の現

場平均改良強度（一軸圧縮強度など）を kN/m2単位の

整数で記入してください。 

・盛土または埋土 ·························· １ 

・砂質土 ·································· ２ 

・シルト質土 ······························ ３ 

・粘性土 ·································· ４ 

・有機質土 ································ ５ 

・ローム ·································· ６ 

・その他 ·································· ７ 

 

 

 

 

 

 

（５１）改良強度のバラツキを考慮した設計基準強度 

   上記(50)改良体の現場平均改良強度より算出した

バラツキを考慮した設計基準強度を kN/m2単位の整

数で記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(49)  改良体の設計対象土質 

(50) 改良体の現場平均改良強度 

・第 1層 土質    (14)  1 

     層厚    (15)  1.2 

     平均 N値  (16) 0 

     一軸圧縮強さ(17)  0 

     湿潤強度  (18)  16 
 

 

・第 5層 土質    (34)  2 

     層厚    (35)  2.7 

     平均 N値  (36) 13 

     一軸圧縮強さ(37)  95 

     湿潤強度  (38)  18 
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（５２）設計方法（構造体としての設計方法） [複] 

   当該改良形式で用いた構造体としての設計方法を，

下記の中で該当する場合は１を，該当しない場合は０

を，それぞれ記入してください。 

   ・直接基礎 ································ ① 

・剛体基礎（ケーソン基礎） ················ ② 

・杭基礎 ·································· ③ 

・改良体を剛体とした地盤反力係数法 ········ ④ 

・改良体を弾性体とした地盤反力係数法 ······ ⑤ 

・有限要素法 ······························ ⑥ 

・その他 ·································· ⑦ 

 

 

（５３）適用基準および参考文献など 

   当該改良形式の設計に用いた適用基準および参考

文献などを，下記の中で該当する場合は１を，該当し

ない場合は０を，それぞれ記入してください。 

   なお，“その他”を選んだ場合は，記述欄に適用さ

れた基準などの名称を記述してください。 

・改訂版･建築物のための改良地盤の設計及び品質管

理指針 セメント系固化材を用いた深層･浅層

混合処理工法 （日本建築センター） ········ ① 

・当該工法の「設計･施工マニュアル」 ········· ② 

・セメント系固化材による「地盤改良マニュアル･第

３版」（社）セメント協会 ·················· ③ 

・道路橋示方書Ⅳ下部構造編 ·················· ④ 

・その他 ···································· ⑤ 
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1.3 アンケ ト調査票の記入例 
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地盤改良の施工管理・品質管理の検証手法に関する研究 

研究予算：運営費交付金（一般勘定） 

研究期間：平 18～平 20 

担当チーム：施工技術チーム 

研究担当者：小橋 秀俊、堤 祥一 

       

 

【要旨】 

 近年、コスト縮減や環境に配慮した社会資本整備等の社会ニーズから、新工法・新技術の普及促進を図る体制

整備がなされている。これらの提案された新技術・新工法の評価には、統計的に得られた充分なデータに基づく

ことが求められる。しかしながら、地盤改良の施工管理・品質管理の実態とその検証方法については、充分に整

理・調査された資料が少なく、提案される地盤改良技術の性能を正しく評価することが難しいことが課題となっ

ている。そのため土木研究所では、提案技術を正しく評価するためのバックデータの取得を目的として、平成18

年度から地盤改良技術の施工管理・品質管理に関する実態調査を行った。 

 

キーワード： 地盤改良 施工管理 品質管理 実態調査    

 

 

1． はじめに 

 近年、コスト縮減や環境に配慮した社会資本整備

等の社会ニーズから、新工法・新技術の普及促進を

図る体制整備がなされている。これらの提案された

新技術・新工法の評価には、統計的に得られた充分

なデータに基づくことが求められる。しかしながら、

地盤改良の施工・品質管理の実態とその検証方法に

ついては、充分に整理・調査された資料が少なく、

提案される地盤改良技術の性能を正しく評価するこ

とが難しいことが課題となっている。そのため土木

研究所では、提案技術を正しく評価するためのバッ

クデータの取得を目的として、平成18年度から地盤

改良技術の施工管理・品質管理に関する実態調査を

行った。 

 

２． 地盤改良の施工管理・品質管理に関する 

実態調査  

本調査では、調査事項を大きく3つに分けて実施

した。①工事実績や採用目的などの一般事項に関す

る基礎調査と②地盤改良の施工・品質管理の頻度及

び方法と、設計強度の設定方法に関する調査、③地

盤改良の改良形式と構造諸元に関する調査である。

調査対象の工法には、目視ができず、品質管理の重

要性が高い、深層混合処理工法を選択し、使用実績

のある47工法に対し、取扱う民間会社・工法事務局

にアンケート調査を実施し、145 件の地盤改良の工

事データの回答を得た。 

 

表1 地盤改良の施工・品質管理の調査項目 

 

２．１ 一般事項に関する調査結果 

 深層混合処理工法に関する実態を把握するために、

工事実績や発注機関、採用場所、工法選定理由、対

象となる構造物に関する基礎調査を実施した。結果

を図1～4に示す。 
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図14 調査を実施した改良形式 

 

 

図15 改良形式の使用状況 

 

調査の結果、改良形式は杭形式-1、3 と壁形式、

ブロック形式の4つに集約され、カルバートではブ

ロック形式が大半であり、盛土では杭形式-1、3 が

多いことが分かった。これより、盛土においては低

改良率での施工が試みられているが、カルバートや

擁壁などにおいては、ブロック状（非ラップ状含む）

にし、基礎地盤として使用するケースが多いものと

考えられる。 

次に、構造諸元（改良長、改良径、改良率、改良

体の間隔）に関する調査結果を図16～19に示す。 

 

図 16 改良杭径の分布状況 

 

図17 改良長の分布状況 

改良率の分布

構造形式と改良率との関係  

図18 改良率の分布状況と構造形式との関係 

（上図：分布状況 下図：構造形式との関係） 

 

図 19 改良体の間隔と改良径との関係 
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 これらの結果を下記に整理する。 

・ 改良径については、径 1.0mが標準寸法であるこ

とから、1.0～1.5m の割合が約半分を占めてい

る。しかしながら、径が1.5m～2.0m、2.0～3.0m

の改良径の大きいケースも見ることができる。

これは、改良径を大きくすると施工本数を減ら

す効果が得られるため、改良径を大きくする工

事が増えているためではないかと考えられる。 

・ 改良長については、改良長 5～10m、5m以下が多

く、全体の 6 割を占めることが分かった。10m

以下であれば、他の地盤改良工法（中層改良 

例：パワーブレンダー工法等）も適用可能な範

囲であるため、他の地盤改良工法と競合するケ

ースが多いことが分かった。 

・ 改良率については、60～80%、80%以上の改良率

のケースが全体の 6割を占め、20%以下の低改良

率のケースは盛土の一部に留まることが分かっ

た。カルバート及び擁壁では、60%以上の改良率

となっており、今後の技術開発により、改良率

を低減できる余地があるものと考えられる。 

・ 改良体の間隔については、改良径Ｄの 1.5Ｄ以

下の間隔を概ね採用されている。また、ラップ

配置の改良形式では0.7Ｄ～0.9Ｄの間隔が採用

され、非ラップ配置の改良形式では、間隔を1.0

Ｄとして8割程度採用されている。 

 

３． まとめ 

３．１ 実態調査結果のまとめ 

 本研究における地盤改良技術の施工管理・品質管

理に関する実態調査の結果を下記にまとめる。 

・ 地盤改良工事の採用目的と工法選定理由は、構

造形式が与える影響が大きいことが分かった。 

・ 地盤改良の対象となる土質の分布状況と硬さ

（N値）のバラツキ状況を把握できすることが

できた。 

・ 一般的な品質管理の流れは、①施工する改良体

の本数の1～5%を対象として、②杭中心から1/4

Ｄ離れた箇所でコア抜きを実施し、③表層・中

間・最深の 3箇所で採取した供試体に対する一

軸圧縮試験で確認を行うことが分かった。 

・ 設計基準強度と改良強度との差は大きく、粘性

土・シルト質土で 2 倍、砂質土・有機質土で 3

倍程になることが分かった。 

・ 改良径については、標準の1.0m以上の径を有す

る地盤改良工事が多く、改良率も 60%以上のケ

ースが多いことが分かった。また、低改良率の

ケースは盛土工事に限定されている実態を把握

することができた。 

・ 改良長については、10m 以下のものが大半であ

り、中層改良などの他の地盤改良工法と競合す

る実態を把握できた。 

・ 今回の実態調査を踏まえた上で地盤改良を評価

する際、下記に示す点に留意する必要があるこ

とが分かった。 

○ 評価する地盤改良工法の特徴が、構造形式

に必要とされる対策に対して適切である

か。 

○ 地盤の硬度（N値）に対して充分な施工能

力を有しているか。 

○ 一般的な品質管理方法に基づいて、試験デ

ータの計測を行っているか。 

○ 設計基準強度の設定値と改良強度、対象土

質の関係が想定されるバラツキ範囲に納

まっているか。 

○ 評価する地盤改良工法が、改良長と改良率、

構造形式との関係から、構造諸元のどこに

位置しているか。 

３．２ 研究の総括 

今回の実態調査より、地盤改良の品質管理の現状

を把握することができた。しかしながら、改良杭の

圧縮強度はバラツキが大きく、セメントを多めに混

合することが、必ずしも地盤改良全体の性能の向上

に直結していないこと。現場の強度不足への対応が

できないことから、抜き取りコアによる圧縮強度の

施工管理手法には限界があるものと考えられる。 

今後は、地盤改良の本来の性能とは何かを考え、

盛土後の周辺地盤の動態観測など、全体的な評価指

標に基づき、設計、施工管理にフィードバックさせ

ることが求められる。 
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